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１.はじめに 

 

近年、中国・内モンゴル自治区は、大規模な経済計

画により、大きな発展を遂げている。しかし同時に、

草原の減少による砂漠化、環境汚染などの問題も引き

起こしている。従って、環境・経済を両立する地域を

築き、次世代の経済成長をも保証することが重要な課

題となっている｡ 
これまでの地域計画は、生産性に重点を置いたため

に、自然の再生能力が対応できなかったといえる。こ

の問題を解決するためには、持続可能な発展戦略が必

要である。これを実現するためには、関連する要因を

抽出した地域モデルを構築し、持続可能な開発計画を

検討することが重要であると考えられる。 
現在、持続可能な発展に関する研究は、1992 年の地

球サミットで採択した「アジェンダ21」を契機として、

国連の「持続可能な発展委員会」 (Commission on 

Sustainable Development: CSD)をはじめ、多くの機関で

盛んに行われてきた。その結果、持続可能な発展に対

しては、単に経済と自然環境との関係だけでなく、社

会､人口の問題を含めた総合的な視点が必要であると

いうことが明らかとなった 1)。しかし、特定地域にお

ける持続可能性に関する計量的な評価 2)、あるいは、

持続可能な社会システムを構成するシナリオ分析につ

いての研究は少ない 3)。 
本研究では、内モンゴル自治区を例として、持続可

能発展指標を設定し、その発展計画を策定するための

シミュレーションモデルを構築する。さらに、得られ 
たモデルにより、地域発展計画に関するいくつかの代 

 
 

 
 
 

替案シミュレーションを実行し、内モンゴル自治区の

持続可能な発展方針を示すことを目的とする。 
 
２．研究対象地域の概要 
 
（１）地理と行政 

中国・内モンゴル自治区（以下、内モンゴルと略称

する）は、中国の北部、中部アジアモンゴル高原に位

置する（図―１）。中国最初の民族自治区として 1947
年 5 月 1 日成立した。国土面積は 118.3 万 km２、人口

は約 2,300 万人の多民族地域である。 
 

（２）経済と資源環境 
内モンゴル自治区における 1991 年から 2000 年の

10 年間の経済統計によると、経済成長率は、年平均

10.2％であるが、1 人当りの GDP は中国全体の平均レ

ベルより低く 4)、経済発展は同地域にとって重要な任

務となっている。 
一方、環境問題の例としては、草原退化の面積を最

近 50 年で計算すると、毎年 0.83 万 km２の速度で拡大

している。それによる農牧業自然災害が増え、災害損

失が毎年数万元以上に昇る。98 年救災資金が 7.4 億元

である。草原退化による砂漠化問題は、現在、中国は

もとより国際的にも注目されている。2000 年の「中国

環境保全 15 計画」におけるグリーンプロジェクトは草 
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図－１ 中国内モンゴル自治区位置図 



草原保全を重点項目として取り入れ、草原保全方針と

その施策が検討されている。 
 
３．地域モデルの開発 
 
（１）地域モデルの開発環境 

システム構造の因果関係を動的に扱うことが可能な

手法がシステムダイナミクス（SD）モデルが挙げられ

る。SD モデルでは、統計的な信頼性に関する検定が

不可能であり、定性的なモデルにとどまりやすいとの

欠点が指摘されているが、構造の変数の変化を先取り

することが仮定され、問題に含まれる複雑な因果関係

を整理するという意味では、有効な手法であると考え

られる。本研究は、統計データを基に SD モデルの動

学的、多重フィードバック性、因果関係の非線形性表

現に適する長所を最大限に生かすために SD モデルを

導入する。さらに地域計画が及ぼす影響を把握するた

め、シミュレーション分析を行い、持続可能な発展状

態の計測を行う。 
（２） 持続可能な発展モデルの定義 

本研究では、持続可能な発展の視点から地域モデル

は経済、資源・環境、人口､社会の 4 つのセクターから

構成されると考えた。地域の経済発展は資本、労働力

などの生産要素だけでなく、土地および資源の投入も

欠かせないものである。さらに、資源は、自然環境そ

のものでもあるため、本研究においては、持続可能な

発展は、資源・環境の有限性を条件に、経済、社会へ

のニーズを最大限に満足させることと定義する。図－

２に前述した 4 つのセクターの相互関係を示す。矢印

に付された説明文は、セクター間の関係を示すもので

ある。セクターから出る矢印は、当セクターが他のセ

クターへ及ぼす影響を示すものである。逆方向の矢印

は、他のセクターから影響を受けていることを表して

いる。 
 

（３）対象セクターの設定 
本研究では、各セクターを以下のように定義した。 
資源・環境セクターでは、対象地域国土の 73.3％を

占める草原資源を草原総量と定める。資源・環境セク

ターでは、資源･環境の利用、資源の枯渇と環境汚染、

資源･環境再生の可能性から、人間活動との関係を消費

と費用負担と考えている｡消費する部分は、人間及び人

間活動が資源・環境を消費することであり、費用負担

は、経済セクターから資源・環境への再生投資と自然

災害より費用負担と考える。 
経済セクターは、国民経済統計に基づく経済活動を

表わす。ここでは，生産と支出を分けてモデルの構築

を行なった。生産活動は資源・環境の消費及び雇用の

増加に影響し、生産による産出は投資、消費、救災基

金に分配される。救災基金は自然災害ときの救援金で

あり、本研究では草原減少が原因となる災害への救援

を対象とする。 
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図－２ 地域モデルにおける各セクター間の相互関係 
 

人口セクターでは、総人口と労働人口を考えること

にする。総人口は、人口増加量と減少量により変化す

ると考え、また、人口セクターは、環境・資源セクタ

ー、経済セクターの消費者であり、経済セクターと社

会セクターの主体でもある。 
社会セクターは、社会持続性係数を指標として用い

る。環境・資源の状態を表わす草原減少率、経済力を

表わす１万人当りの GDP、生態系の人口容量状況を表

わす負担係数、また、雇用と労働人口の関係を表わす

就業率の４指標から社会持続性係数は構成される。４

つの指標については、最大値と最小値を定義し、これ

を０から１までの指標値に対応させた。社会持続性係

数は、４つ指標値の算術平均値である。地域モデルで

は、社会持続性係数はすべてのセクターの影響を関連

するものであるため、地域社会持続のレベルを表わす。 
 

４．地域モデルの検定 

 

モデルの検定は、セクターごとの主な指標を用い、

1990年から1998年まで実測値5)とモデルによる予測値

 



の比較から行う。比較では、グラフにより観察し、実

測値と予測値の最大相対誤差率を算出する。検定の結

果は、草原総量、GDP、人口総量、就業率の相対誤差

率最大値は、それぞれ 0.16％、1.09％、0.027％、23.63%

である。それらの結果から、概ねモデルの妥当性が示

されたと考えられる。 

 
５．代替案の構築及び評価 
 
（１）内モンゴルにおける地域計画 

内モンゴルで現在行われている地域計画は、「内モン

ゴル自治区国民経済・社会発展計画」である｡その地域

計画は、当年計画、5 年計画と 15 年長期計画に分かれ

ている｡現在は、第 10 回 5 年計画(2001－2005)と 2015
年までの長期計画が実施されている。本研究は、地域

計画における「地域計画戦略方針」に着目し、代替案

評価に基づき決定するものと位置付けられる。 
 
（２）代替案の構築 

対象地域の計画戦略を踏まえて、表１に示す 4 つの

代替案を考えた。 
表１ 地域計画における代替案 

 

代替案Ⅰは、現在の経済成長率が将来も続くと仮定

したものである。 

代替案Ⅱでは、「地域の投資と消費需要の拡大を行う

戦略」と「産業構造調整戦略」を合わせて、生産性の

向上を図る案である。まず、「地域の投資と消費需要の

拡大を行う戦略」として、新規道路整備を考え、省際

道路計画における道路投資額を用いて、新規道路投資

配分率(0.015) を算出し、新規道路整備セクターに導

入した。省際道路の予測された輸送交通量を用いて、

石炭、農牧産物の単位輸送量当たりの生産額により生

産誘発効果をするものである。次に、「産業構造調整戦

略」としては、農牧産地中心の都市化による私営経済

の導入を考えた。それをデータによって表わすと、産

業構造の変化により国民総生産が 1％増加することが

分かり、それらの値をシミュレーションに用いた。 
代替案Ⅲは、持続可能な戦略を入れた場合の案であ

る｡持続可能な戦略は、経済セクターに環境投資配分率

を導入し、資源・環境への投資を主な施策と考える。

具体的には、前述した「中国環境保全 15 計画」グリー

ンプロジェクトの環境投資規模の地方投資負担率を参

考にし、先に示した代替案Ⅱのもとに投資予算の 1.2%
を環境投資に充てるものである。 

 
（３） 代替案の評価 

シミュレーションの実行期間は、長期計画が 15 年で

あることを考慮し、2000 年から 2030 年とした。 
はじめに、2030 年の予測時点で、GDP、草原総量

の変化を代替案ごとに比較し考察する。 
GDP の比較は、表３に示している。2030 年時点で

の各代替案の GDP は、2000 年と比較して、それぞれ

倍、3.40 倍、3.48 倍、3.45 倍となっている。これら

は対象地域の地域計画目標額、即ち、2000 年からの長

期計画 2 周期分が達成されている。さらに、代替案Ⅱ

は、生産性向上戦略より生産額が 106.6 億元増加する

ことが分かる。その内訳を見ると､新規道路、１人当た

りの GDP 増加分は、それぞれ 30.6%、69.1%となってい

る。それらの結果から生産に対しては、代替案Ⅱが有

効な案であるという結論になった。 

代替案 内容 バラメータ変化

Ⅰ 現状トレンド型 生産投資率：1、1万人当りのGDP：現在のト
レンド

経済向上戦略 新規道路投資率：0.015
①新規道路建設 生産投資率：0.985
②1人あたりの
GDPの向上

1万人当りGDP：現在のトレンド＋1%を導入

資源・環境投資率：0.012を導入

生産投資率：0.973
新規道路投資率：0.015
1万人当りのGDP：現在のトレンド＋1%を導入

Ⅱ

Ⅲ 持続可能な戦略
を入れた案

表２ 生産額の比較 

 

－３は草原総量の比較を示している。これより、

代

着目し、各代替案中 
の

較し

項目 2000年 代替案Ⅰ 代替案Ⅱ 代替案Ⅲ

ＧＤＰ(億元) 1400 4768 4874.6 4838.2
新規道路によるGDP
増加 32.7 32.7

万人当たるGDPの増
加による生産増加 73.9 73.9

生産投資の減少によ
るGDP減少 （－36.3）

図

替案Ⅲでは、資源・環境投資より草原総量が 2.73 万

km２増加することが明らかになった。即ち、代替案Ⅲが

環境に対して有効な案である。 

次に各セクター内の主な指標に

変化量及び影響要因について考察を加える。 
図－４は、代替案Ⅰを基準とした代替案Ⅱの比

 



 

 

図－３ 草原総量の比較 
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．結論と今後の課題 

本研究では、持続可能な発展指標を定義し、持続可

能

 
後の課題としては、新規道路を計画による整備効

果
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ものである。代替案Ⅱは代替案Ⅰと比べると、生産

額と GDP の向上が認められるが、草原総量減少、ま

た、社会持続性係数は変らないことが明らかとなった。

その理由は、生産増加より資源環境消費量が増加し、

草原減少率も増加し、それが経済災害支出の増加の要

因となったためである。 
図－５は、代替案Ⅱを基

ものである。これにより、代替案Ⅲでは、生産額、

GDP がそれぞれ 2.0％減少するが、草原総量、さらに、

社会係数も増加したことが分かる。また、生産需給率

が上昇し、需要拡大が図られている。その原因は、生

産投資率の減少が生産を減少させ、これにより、環境

投資が増え、資源・環境の再生が可能となり、草原総

量が増加したためである。例えば、2030 年時点で、草

原再生量が 0.12（万 km２）となっている。草原総量の

増加は草原減少率を減少させ、これが、経済セクター

の災害支出減少の原因となり、災害支出減少は、社会

投資、消費増加をし、これが生産需給率の増加原因と

考えられる。また、草原減少率の減少は、社会係数の

増加原因となっている。 
図－６は、４つの代替案

れた社会持続性係数の目標年度の結果である。これ

により、代替案Ⅲは生産が草原再生を配慮するともに

経済目標を達成できるといった社会持続可能な観点か

ら望ましい案であるとの結論に至った。 
 
６

 

な発展理論のモデル化を行った。さらに、研究対象

となるシステムにおける各セクター間の因果関係を明

らかにし、定量的な分析を行った。その結果、地域モ

デルを用いて地域計画に関するいくつかの代替案の評

価を行うことができた。 
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図－４ 代替案Ⅰを 100％とした代替案Ⅱの結果 
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図－５ 代替案Ⅱを 100％とした代替案Ⅲの結果 
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図－６ 代替案の持続性の比較

今

を把握するために産業、商業立地状況を新たにモデ

ルに導入し、改良を行う必要がある。 
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